
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
 その他有価証券：決算日の市場価格等に基づく時価法による。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
 在庫品：各棚卸資産につき次の原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）による。

①　頒布品のうちRI　個別法による原価法
②　頒布品のうちRI以外のもの　先入先出法による原価法
③　原材料　個別法による原価法
④　消耗品　先入先出法による原価法

（３）固定資産の減価償却の方法
 有形固定資産：

定額法による。

 ソフトウエア：
法人内における利用可能期間（５年）に基づく定額法による。

 リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産）:
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

（４）引当金の計上基準

（５）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
 現金及び随時引き出し可能な預金を資金としている。

（６）消費税等の会計処理
 税抜方式による。

財務諸表に対する注記

 貸倒引当金：

 廃棄物処理処分引当金：
廃棄物処理処分引当金規程に基づき、期末協会保管RI廃棄物に係る処理処分費用に相当する金額を計
上している。

 退職給付引当金：
職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末において
発生していると認められる額を計上している。

施設廃止に係る費用の支出に備えるため、合理的に算定した施設廃止費用の見積額を計上している。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率（貸倒実績率の算定期間にお
いて貸倒実績がない場合は法人税法の規定による法定繰入率）により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

 賞与引当金：
職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上している。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

 引取線源引渡引当金：

 施設廃止引当金：

引取線源の引渡しに備えるため、引取線源の種類ごとに引渡しの可能性を検討し、合理的に算定した
引渡費用の見積額を計上している。

 役員退職慰労引当金：



２．特定資産の増減額及びその残高

 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位：円)

 

３．特定資産の財源等の内訳

 特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位：円)

377,286,000設備投資等積立資産

3,170,784,620

退職給付引当資産 626,475,421 53,586,600 87,157,136 592,904,885

(44,205,757,297)

398,378,300 60,819,700 81,912,000 377,286,000

合計 48,425,713,167 1,962,238,442 1,320,418,807 49,067,532,802

科目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）

設備投資等積立資産

158,882,120
509,914,285

特定資産

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

工具器具備品 2,144,034,797 1,876,707,351
11,903,616車両運搬具

（うち負債に
対応する額）

- (377,286,000) -

特定資産

協会保管廃棄物処理処分引当資産 44,205,757,297 - -

合計 49,067,532,802

退職給付引当資産 592,904,885 - - (592,904,885)
引取線源廃棄積立資産 3,170,784,620

機械及び装置 4,896,345,138

協会保管廃棄物処理処分引当資産 43,201,700,076 1,486,610,487 482,553,266 44,205,757,297

施設廃止準備資産 1,230,714,285 0 720,800,000

引取線源廃棄積立資産 2,968,445,085 361,221,655

661,965,642

6,597,867,442 4,043,822,359

構築物 1,368,188,556 1,164,278,303 203,910,253

- (3,104,349,620) (66,435,000)
施設廃止準備資産 720,800,000 - - (720,800,000)

4,234,379,496

- (3,481,635,620) (45,585,897,182)

666,630,532建物付属設備 3,316,533,258 2,649,902,726

科目 取得価額 当期末残高

建物 2,554,045,083

減価償却累計額

9,685,231 2,218,385

ソフトウエア 1,589,966,054 1,394,503,785 195,462,269

合計 19,924,838,861 15,373,279,251 4,551,559,610

267,327,446



５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

円 円

　 - 円 　 - 円

円 円

６．その他

（１）投資有価証券評価損益等の内訳
 投資有価証券評価損益等の内訳は次のとおりである。

円

円

売却損益 円

特定資産評価損益等への振替 円

円

（２） 金融商品の状況に関する事項
　① 金融商品に対する取組方針

　② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

（３） 資産除去債務に関する事項

457,404,914

13,596,685

前期末 当期末

現金預金勘定 現金預金勘定 9,452,357,78610,075,484,087

時価法による評価損益 △ 528,517,384

償還差損益

内訳 損益

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

49,466,318

　当協会は、放射性同位元素等を取り扱う施設について建物等解体時における「放射性同位元素等の規制に
関する法律」に定められている放射性同位元素等による汚染の除去、放射性汚染物の廃棄等の措置を講ずる
べき義務を有しているが、施設の使用期間は明確でなく、現時点において将来の建物等の解体の予定もない
こと、また解体時の汚染レベルを把握することが困難であることから、資産除去債務を合理的に見積ること
ができない。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

　当協会は、資金管理運用規程に従って安全性が高い金融商品に限定して運用している。また、当協会
が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組債）のみであり、投機
目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

　投資有価証券は債券、株式、投資信託及びデリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組債）であ
り、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクにさらされている。なお、信用リスク及び市場リス
クの管理は資金管理運用規程に従って適正に行い、運用状況を理事会に報告している。

投資有価証券評価損益等 △ 8,049,467

10,075,484,087 9,452,357,786


